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第四章 訴訟終了後の救済―知的財産権侵害の民事責任概論
第一節 概説
一 知的財産権侵害の民事責任の概念
知的財産権者が訴訟前及び訴訟中に得る救済は、臨時救済に過ぎず、最終救済
は主に裁判所が権利侵害者に対して命じる民事責任上に現れている。権利者の角
度から言えば、権利侵害者が負う民事責任は、権利者の侵害された権利への救済
で
(１)
ある。しかも、権利侵害者が負う民事責任は、権利者が訴訟前及び訴訟中に得
た救済に比べてみれば、権利者が訴える最終目的であり、訴えを通じて得られる
最終救済すなわち訴訟終結救済である。指摘しておかなければならないのは、中
国の現行法律の下で、権利侵害者の民事責任の負担は、権利者が獲得する主要な
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訴訟終結救済方式であるに過ぎないということである。この他に、裁判所は重大
な権利侵害行為に対して、民法通則第134条第３項の
(２)
規定により、権利侵害者に
民事制裁を与えることもでる。いわゆる民事制裁は、裁判所が法により民事法律
に違反し民事責任を負うべき行為者に対し民事処罰措置を採ることであり、その
適用目的は、不法行為を制止し、不法行為者を制裁し教育するためで
(３)
ある。権利
侵害者に対して実施される民事制裁は、とりもなおさず権利者に対する救済を意
味
(４)
する。知的財産権侵害訴訟において、権利侵害者に対する民事制裁のうち、特
に権利侵害製品・権利侵害道具の没収及び消滅については、非常に争いのある問
題であり、本書の第五章ではこの問題を検討する。
民事責任は、法律責任の一種で
(５)
あり、民事主体が民事義務に違反し法により民
事法律効果を負わなければならないことを
(６)
指す。また、民事責任は民事主体が民
事法律義務を履行しないことにより受けるべき制裁を指す、と
(７)
説く学者もいる。
権利者に対する救済の角度から言えば、民事責任をある種の民事法律効果として
定義した方がもっと概括的である。何故かというと、民事責任は、侵害されてい
る民事権利・利益を回復させることを以って目的とし、民事責任の方式の大半は
懲罰性を有さず、単に被害者を元の財産及び精神状態までに回復させるに過
(８)
ぎず、権利侵害者に対する制裁又は懲罰を目的としないからである。勿論、権利
者の利益を充分に保護するため、ある民事責任、たとえば損失賠償は時として一
定の懲罰性を有する。この点は知的財産権侵害の損害賠償の中で特にはっきりし
ており、本書第六章の損害賠償を論述するときに、これを検討する。
民事責任の定義によれば、権利侵害の民事責任とは、民事主体が権利侵害行為
を実施したために負うべき民事法律効果のことで
(９)
あり、したがって、知的財産権
侵害の民事責任とは、民事主体が他人の享有する知的財産権を侵害し、法により
負うべき法律効果として定義することができる。
二 知的財産権侵害の民事責任の分類
基準が異なれば、民事責任の分類も異なる。たとえば、責任発生の原因に基
き、民事責任を契約違反の民事
(10)
責任と権利侵害の民事責任に分けることができ
る。また、財産内容の有無に基き、民事責任を財産責任と非財産責任に分けるこ
とができる。さらに、一方が負うのかそれとも双方が負うのかにより、民事責任
を単一責任と交差責任に分けることができる。
知的財産権侵害の民事責任は一種の権利侵害責任であり、非財産責任を含むだ
けでなく、財産責任をも含む。この他、知的財産権侵害行為の類型により、知的
財産権侵害民事責任を、直接侵害責任と間接侵害責任に分けることができる。間
接侵害責任は、さらに寄与侵害責任及び代位侵害責任に分けることができる。権
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利侵害行為者の数により、知的財産権侵害の民事責任を個人侵害責任と共同侵害
責任に分けることができる。
三 知的財産権侵害の民事責任の形式
権利侵害の民事責任形式は、権利侵害者が法により負うべき民事責任の方式で
ある。権利侵害の民事責任の形式は権利侵害責任を実現する具体的な措置であ
り、それは裁判所が裁判権を行使して権利侵害者に責任を負わせることを命じる
方式であるだけではなく、権利侵害者が権利者に履行すべき義務でもある。権利
侵害民事責任の主な形式は損失の賠償であるが、それに限られるわけで
(11)
ない。民
法通則第134条は、10種類の民事責任の方式を定めて
(12)
いる。この10種類の方式に
おいて、違約金の給付は典型的な契約責任形式をなすが、その他の各種の形式は
すべて権利侵害行為に適用さ
(13)
れる。
知的財産権侵害は、民事権利侵害の一種であり、したがって知的財産権侵害の
民事責任形式を確定するとき、民法通則第134条の規定を適用しなければならな
い。しかしながら、一般民事権利侵害に比べると、知的財産権侵害は又それ自体
の特徴を有するから、民法通則第118条は、知的財産権侵害の民事責任方式、す
なわち侵害の停止、影響の除去、損失の賠償を規定しているのである。同時に、
中国では、一部分の知的財産権の部門法も権利侵害の民事責任方式について規定
を設けている。最も詳細に規定しているのは著作権法で
(14)
ある。当該法律の第46条
は、権利侵害行為が負わなければならない民事責任の方式として侵害の停止、影
響の除去、謝罪、損失の賠償を規定している。立法者が、さらに重大な権利侵害
行為及び公共利益を害する権利侵害行為であると認めた場合については、当該法
律第47条で、権利侵害者が第46条に規定する４種類の民事責任方式を負うだけで
はなく、不法所得の没収や権利侵害の複製品等の没収、廃棄等の行政責任をも負
わなければならない、と規定している。コンピュータソフトウェア保護条例第23
条は、特殊なソフトウェア著作権侵害の行為に対して、侵害の停止、影響の除
去、謝罪、損害賠償等の形式の民事責任を規定して
(15)
いる。集積回路配置設計保護
条例第30条は、権利侵害の民事責任方式として、侵害の停止と損失の賠償を規定
して
(16)
いる。民法通則及び知的財産権の部門法における知的財産権侵害の民事責任
方式についての規定を総合してみると、知的財産権侵害の民事責任の方式は、主
に侵害の停止、損失の賠償、影響の除去、謝罪の４種類である。この４種類の方
式の中で、財産責任方式である損失の賠償を除き、その他の３種類は非財産責任
方式である。本文第五章～第七章は、上記の民事責任方式それぞれの適用条件、
存在する問題及び改善等を検討する。
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四 知的財産権侵害の民事責任の機能
民事責任は、予防機能、回復〔復原〕機能及び懲罰機能を有し、最も代表的な
ものは回復機能で
(17)
ある。民事責任の予防機能は、中国法では主に民法通則第134
条に規定する侵害の停止、妨害の排除及び危険の除去の３種類の民事責任方式に
表れている。民事責任の回復機能は、損害賠償の主要な機能であり、被害者を新
たに損害事故が発生する前と同様な状況に戻すことで
(18)
ある。この点は民法通則第
134条の規定する損失の賠償、影響の除去、名誉回復及び謝罪等の民事責任方式
において体現されている。民事責任は、例外的な場合に懲罰機能を有する。たと
えば、違約金は懲罰的な性質を有し、過料及び不法所得の没収も懲罰的な性質を
有
(19)
する。
知的財産権侵害の民事責任は、明らかに民事責任のすべての機能を有する。前
述したように、中国法が規定する知的財産権侵害の民事責任方式は、主に侵害の
停止、損失の賠償、影響の除去及び謝罪からなる。知的財産権侵害の民事責任の
予防機能は、主に侵害の停止に表れており、回復機能はその他の３種類の責任方
式に表れている。民事責任の懲罰機能は、知的財産権侵害訴訟においてかなりは
っきりと表れており、たとえば、特定の知的財産権の許可・使用費用の合理的な
倍数又は法定賠償により賠償額を確定するとか、権利侵害の製品・道具の没収、
廃棄等の面において、その懲罰性が体現されている。
知的財産権侵害の帰責原則及び知的財産権侵害の民事責任の構成要件は、知的
財産権侵害の民事責任を論じるときに避けて通れない２つ重要な問題であり、本
章第二、三節においてこれらの問題を論述する。
第二節 知的財産権侵害の帰責原則
一 権利侵害の帰責原則の概念及び中国法における権利侵害帰責
原則
(一）権利侵害の帰責原則の概念
権利・利益が侵害されたことにより発生した損害の賠償責任は、被害者が負担
するのか、それとも加害者が負担するのかの問題については、各国の法律はほぼ
同様な原則をとっている。すなわち被害者が自ら生じさせた損害の責任を負うべ
きであり、特別な理由を有するときしか、加害者に損害賠償を請求することがで
き
(20)
ない。いわゆる特別な理由とは、損害を加害者の負担に帰し、賠償責任を負わ
せる理由を指し、学説上は帰責事由又は帰責原則と称して
(21)
いる。
帰責原則の具体的な意味内容については、中国の学者の意見はまだ統一されて
早法84巻１号（2008）276
いない。ある学者は、帰責原則とは権利侵害者の民事責任を確認及び追及するこ
とであると
(22)
説く。またある学者は、帰責原則の根本的な意味は権利侵害行為が引
き起こした損害結果の賠償責任の帰属原則であると主張
(23)
する。中国台湾の学者王
澤鑑は、帰責原則は損害を加害者の負担に帰し賠償責任を負わせる事由である、
と
(24)
説く。これらのさまざまな学説において、ある学者は帰責原則の「責」という
文字は民事責任であると言い、また、ある学者が「責」は賠償責任であると説明
する。しかしいずれにせよ、帰責原則は、加害者による権利侵害の法律責任を確
定する原則であるという共通点を有する。同時に、この共通点は、帰責原則と権
利侵害行為の認定とは関係のないことをも表している。中国では多くの学者はと
かく「過失〔過錯〕」及び「負うべき民事責任」の角度から「権利侵害行為」の
定義を下し、権利侵害行為の概念又は構成要件を権利侵害民事責任又は民事損害
賠償責任の概念若しくは要件と同様に扱っているが、これは採用してはならない
定義方法であり、その理由は本書第一章第二節で述べておいた
(25)
ので、ここでは繰
り返さない。民法通則第106条第２、３項の規定により、帰責原則の中の「責」
とは民事責任を指す。ただし、民法通則におけるこの種の立法方法には問題が存
在する。中国法で規定する民事責任は、侵害の停止も含み、もし過失〔過錯〕責
任を適用すると、行為者に過失がなければ、侵害の停止を含む民事責任を負う必
要がなくなってしまい、これは明らかにおかしい。したがって、筆者は、帰責原
則の中の「責」に対しては、縮小解釈すべきで、「損害賠償責任」を指すものと
解すべきである。英米法では、帰責原則に対応する英文はAttribution of Liabil-
ityであり、その中の liabilityはまさに賠償責任を
(26)
指す。加害者が負う「侵害停
止」の民事責任は、権利侵害行為が成立しかつ当該行為がなお継続又は再び発生
する虞があることを要件とし、加害者の主観上に過失があることを要件としな
い。
(二）中国における権利侵害帰責原則
中国法には、三種類の帰責原則、すなわち過失〔過錯〕責任、無過失責任及び
公平責任が存在
(27)
する。
１、過失〔過錯〕責任
いわゆる過失責任とは、故意又は過失によって不法に他人の権利を侵害したと
きは、加害者はその発生した損害について賠償責任を負わなければならないとい
う原則のことである。過失責任原則の法律根拠は、民法通則第106条第２項であ
り、すなわち「公民、法人が故意・過失により国家・集団の財産を侵害し、又は
他人の財産や人身を侵害したときは、民事責任を負わなければならない」と規定
されている。過失責任原則は、中国法においては一般帰責原則に属する。過失責
任は、行為者が他人に対して合理的な注意義務を尽くし、損害結果を避けるよう
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に努めることを要求し、また、各人が他人の権益を尊重し、正当な作為と不作為
の義務を尽くことを要求
(28)
する。これは、過失責任原則が有する、行為基準を確立
し、損害発生を予防するという作用であり、この種の作用は、大衆の安全を保護
し社会秩序を維持する機能をもたせる。この他、過失責任原則は、加害者に対し
てその過失により生じた損害を賠償するように要求するのであるから、過失によ
らない損害に対しては賠償する必要がない。被害者の過失は、加害者の責任を減
免する理由になるから、被害者が自身の財産及び人身安全に適切な注意を払い、
特に損害発生後に合理的な措置をとり、損失の拡大を避けるように要求される。
この種の制度は被害者の損失をある程度回復させ、加害者の賠償責任を合理的な
範囲内に限定することができるので、加害者と被害者間の利益衝突を調和させる
作用を有
(29)
する。挙証責任については、過失責任原則は「主張する者が挙証する」
原則を採っており、被害者が損害賠償の訴えを提起するとき、加害者に過失の存
することの証明責任を有する。しかしながら、多くの場合、被害者が加害者に過
失があることを立証するのは困難であるので、被害者が補償を得るのは難しい。
そこで、被害者に必要な救済を与えるため、法律は過失推定責任を規定してい
る。いわゆる過失推定責任とは、被害者がその受けた損害が加害者によりもたら
されたことを証明し、加害者が自分に過失がないことを証明できなければ、加害
者に過失があると推定され民事責任を負わなければならないというものである。
挙証責任において、過失推定責任は挙証責任転換〔倒置〕の方法を用いており、
加害者が自分に過失がないことの挙証責任を有する。過失推定責任も過失責任の
一種である。
２、無過失責任原則
無過失〔無過錯〕責任は、危険責任とも称さ
(30)
れる。英米法上は厳格責任
（Strict Liability）、絶対責任（Absolute Liability）と称
(31)
され、加害者が被害者に損
害をもたらした場合は、過失の有無を問わず、賠償責任を負わなければならない
というものである。無過失責任の理論的礎は以下のようなものである。無過失責
任をもたらすような行為、たとえば爆破に従事するとか、危険物質を保管する等
の行為は、決して適切ではないから禁止されなければならないといった行為では
なく、むしろ社会にとって有用且つ必要な行為である。しかし、それらは非常に
危険であり、また尋常でないリスクを伴う。そこで法律は、社会の公共政策の視
点から、行為者は必ず当該行為が他人にもたらすリスクの責任を負わなければな
らないと規定
(32)
する。無過失責任は、ある種の特定のリスクの為に強制的に行なう
保険であると見ることもで
(33)
きる。台湾の学者王澤鑑は、無過失責任の基本思想は
配分的正義の理念に基づき不幸な損害に対して合理的な分配を行うことであると
説き、かつその理由を以下の４点にまとめている。①特定企業・物品又は施設の
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所有者若しくは所持人が危険となる元を製造した。②一定の程度において所有者
又は所持者しかこれらの危険をコントロールすることができない。③利益を得る
者が責任を負わなければならず、これは正義の要求である。④危険責任により発
生した損害賠償は、商品サービスの価額機能及び保険制度が分担
(34)
する。無過失責
任は、中国においては法律により発生し、きわめて例外的状況にしか適用されな
い。中国民法上の無過失責任の法律上の根拠は民法通則第106条第３項であり、
「過失がなくても、法律の規定により、民事責任を負う必要がある場合は、民事
責任を負わなければならない」とされ、主に123条に規定する高度危険
(35)
責任とか
その他の特殊な不法行為損害賠償責任において適用される。
３、公平責任原則
公平責任は、衡平責任とも称され、当事者双方が共に損害の発生に過失がなく
ても、裁判所は公平の観念に基づき、当事者の財産状況及びその他の状況を考慮
した上で、加害者に被害者の財産損失に適当な補償を与えるように命
(36)
じるという
ものである。公平責任は、裁判官に一定の自由裁量権を与えており、内心の公平
観念に基づき賠償責任及びその範囲を確定することができるように
(37)
する。民法通
則第106条第３項の「無過失のときも、法律の規定により、民事責任を負うべき
必要がある場合は、民事責任を負わなければならない」、及び第132条の「損害の
発生について、当事者の何れにも過失がない場合は、当事者は、実情に応じ、民
事責任を分担することができる」との規定は、公平責任原則の重要な法律根拠を
なす。実践においては、公平責任は主に行為無能力者・制限行為能力者による他
人に対する損害責任、緊急避難者が負う責任等の場合に適用されて
(38)
いる。
二 知的財産権侵害の帰責原則の学説
知的財産権侵害に対してどのような帰責原則を採用するかについて、近年、知
的財産権研究者及び司法関係者の間で熱心な議論が交わされている。学説として
は、主に過失責任説、混合説及び無過失説の三種類の説が存在する。
(一）過失責任説
この説は、知的財産権侵害は過失責任を堅持しなければならないとするもの
で、中国の裁判所が司法実践において使用する帰責方法でもある。知的財産権侵
害は一般不法行為［一般侵権行為］であり、中国の民事基本法及び知的財産権部
門法において、知的財産権侵害は無過失責任原則を堅持しなければならないと明
確に規定していない状況のもとでは、過失責任原則を堅持しなければならないと
いうのがその理由である。過失責任原則に基づき、ある学者は、行為者の過失を
推定すべきであると主張する。つまり権利者は、行為者が法律規定に禁止されて
いる権利侵害行為を実施したことを証明しさえすれば、主観上過失があったと推
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定される。行為者は過失がないことを立証できれば、賠償責任を負わないが、も
し立証できなければ賠償責任を負わなければなら
(39)
ない。また、ある学者は、過失
推定は単に行為者の主観的状態の確定が困難な行為に対してのみ適用されるべき
であると主張する。たとえば、出版社がわずかな盗作内容を有する作品を出版し
たことにより権利侵害を構成するも、もし主観的視点から出版社は明らかに知っ
ていたことを明確に認定できないような場合、盗作行為及び出版行為の具体的な
状況にもとづいて過失の有無を推定することができるというので
(40)
ある。
また、ある学者は、知的財産権侵害について、過失責任原則の堅持を前提とし
たうえで、過失責任原則の適用について新たな構想を提起した。つまり知的財産
権侵害訴訟において、過失責任と過失推定責任は二元的な帰責原則とすべきであ
り、両者は共同して権利侵害責任の認定の使命を行使しなければならないと主張
する。その具体的な運用モデルは、概括的に言えば、法律が原告に当該事件に過
失責任原則と過失推定原則のいずれを適用するかを選択する権利を与えるという
ものである。もし原告が自己挙証を選択し、有力且つ具体的に権利侵害者に損失
の賠償を追及するのであれば、当該事件には過失責任原則が採用される。原告が
こうした挙証の権利を放棄すれば、裁判所は権利侵害者に挙証を命じ、挙証不能
又は不成立の場合には、権利侵害者の過失が推定され、過失推定責任が適用さ
(41)
れる。
(二）混合説
この説は、知的財産権侵害行為の違いに応じて、異なる帰責原則を適用すべき
であるとする。つまり直接的権利侵害行為については無過失原則を適用し、間接
的権利侵害行為については過失責任を適用しなければならないと説く。この見解
は、この数年学者により提起されるようになったもので、知的財産権侵害を構成
するか否かの確定および権利侵害者に対して関連する権利侵害活動の停止を要求
するときは無過失責任を採用し、被害者に賠償すべきかどうか、また賠償額をど
う確定すべきかといった場合には過失責任を適用するといった方法が世界の多く
の国でとられていることを、その主たる根拠とする。したがって、中国の知的財
産権侵害の帰責原則を改善するときは、権利侵害の第一歩（すなわち直接的権利
侵害行為）については、無過失責任原則を適用し、その他のすべての行為及びす
べての間接的権利侵害行為については、過失責任原則を考慮すべきで
(42)
あるという
ことになる。こうした主張をなす学者は、また、知的財産権の帰責問題について
一刀両断的に過失責任原則を適用することにより生じる弊害、及び外国の事例を
その根拠と
(43)
する。
(三）無過失責任説
ある学者は、Trips協定第45条第２項の「善意の侵害」（Innocent  Infringe-
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ment）規定に
(44)
より、Trips協定は「知的財産権侵害の無過失原則については相当
明確な態度をとっている」と理解し、中国も世界貿易機関に加盟した以上、知的
財産権侵害の無過失責任原則を明確にすべきであり、さもなければ当該協定の要
求に合致しなくなり、知的財産権者の保護にとって不利である、と主張する。
三 中国における知的財産権侵害は過失責任原則を堅持しなければ
ならない
(一）知的財産権侵害の帰責原則の前述した三つの学説への評価
「帰責原則」の概念に言及したときにすでに明確に述べておいたように、帰責
原則と権利侵害行為の認定とは関係がない。したがって、前述の知的財産権侵害
の帰責原則の中の第２の学説、すなわち「混合説」における知的財産権侵害行為
の「帰責原則」、つまり権利侵害を認定するときに行為者の過失を考慮すべきか
否かの問題は、本文で言うところの「帰責原則」にはあたらない。しかしなが
ら、当該学説において、行為者の行為が知的財産権侵害を構成するかどうかの確
認、及び権利侵害者に対して関連する権利侵害行為の停止を命じるときは行為者
の過失を考慮せず、権利者に対して賠償を行うか否かを確定するときは行為者の
過失を考慮するとのこの学説の主張は、筆者および知的財産権侵害は過失責任原
則を堅持しなければならないとの主張とさして大きな違いを有するわけではな
く、また、伝統的な民法理論とも一致している。しかし、この説が主張する直接
的権利侵害行為の認定については行為者の過失を考慮する必要がないが、間接権
利侵害行為の認定については行為者の過失を考慮しなければならないという見解
は、検討を要する。帰責原則は、権利侵害の認定に関係はあるが、それがあては
まるのは、ある一部の権利侵害行為で行為者が故意を有する場合に対してのみで
ある。たとえば、本書第一章で述べた通り、間接権利侵害行為は、寄与侵害［補
助侵権行為］（Contributory Infringement）と代位侵害［替代侵権行為］（Vicari-
ous Infringement）からなる。寄与侵害の構成は、行為者が権利侵害の発生（故
意）を明らかに知っているという要件を必要とするが、代位侵害の構成は、この
要件を必要としない。したがって、知的財産権侵害の構成において、直接権利侵
害行為及び間接権利侵害行為における代位侵害の認定は、行為者の「過失」を考
慮する必要がなく、間接権利侵害行為の中の寄与侵害の成立は、行為者が「故
意」又は「明らかに知っている」ことを要件としなければなら
(45)
ない。
前述の第三の学説すなわち「無過失責任説」については、筆者はそれは行き過
ぎであり、且つ Trips協定第45条第２項の規定に対する誤解があると考える。
現行法においては、知的財産権侵害の帰責は、依然として過失責任原則を堅持し
なければならない。これは中国民事基本法の規定と一致しているだけではなく、
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世界の大多数の国の法律におけるこの問題の規定とも符合しており、且つ Trips
協定の関連要求にも反し
(46)
ない。
(二）「過錯」の概念及び認定基準
１、「過錯」の概念
過失責任原則及び無過失責任原則の中の「過錯」（原文のまま―訳者補）を正確
に理解することは重要である。「過錯」は故意と過失の２つの形式を包括する。
中国民法上の故意及び過失の意味を説明する際に、学者はよく刑法上の規定を借
用する。行為者が自己の行為により生じる良からざる結果を知りながら、その発
生を希望又は放任する場合は故意で
(47)
ある。もしある種の結果が、行為者の追求し
たもの、またはその結果の発生を肯定するものである場合には、行為者は故意に
権利侵害したことに
(48)
なる。過失とは、行為者が自らの行為の結果について、予見
すべき、あるいは予見可能であるにもかかわらず、これを予見しない場合、また
は予見できたが、その結果の発生を避けることができると軽信した場合を
(49)
指す。
帰責の意義から言うならば、民事における過失の核心は、行為者が他人への注意
義務に違反し且つ損害をもたらすことであり、行為者が被害者に対して負わなけ
ればならない注意義務の違反が、行為者が過失責任を負うことの根拠を
(50)
なす。あ
らかじめ存在する義務への違反を以って過失を説明したのは、20世紀初頭のフラ
ンスの学者プラニオル（Planiol）で
(51)
ある。ドイツ法及び英国法上の過失について
もこれに類似する解釈が
(52)
ある。注意義務違反の角度から過失を解釈する場合、あ
る学者はまず行為者が事件の発生について注意すべきかどうかをみ、それから注
意を払うことが可能かどうかをみる。もし行為者が注意すべきであり、且つ注意
を払うことが可能であるにもかかわらず、結果的に不注意であれば、過失を有す
ることに
(53)
なる。
「過錯」は、事実の問題であると同時に法律の問題でもある。法律上の「過錯」
（Legal Fault）は道徳上の非難（Moral Blame）とは異なる。社会がその構成員を
保護するために確立した行為準則に違背すれば、法律上の「過錯」を構成する。
この種の違背は善意（Innocent）の場合もあり得るし、あるいは行為者がやむを
得ずに行う場合もある。そうした場合は、道徳上は非難されないとしても、法律
上は既に「過錯」を構成するので
(54)
ある。
２、「過錯」の認定基準
「過錯」の認定には、主に２つの基準がある。主観的基準と客観的基準である。
主観的基準は、行為者の主観的心理状態の判定を通じて「過錯」の有無を確定す
るものであり、客観的基準は、ある客観的な行為を基準とし行為者の行為を判断
し、また行為者の「過錯」の有無を認定するもので
(55)
ある。「過錯」は行為者の思
想状態に対する判定であり、理論上は行為者の主観から認定しなければなら
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(56)
ない。しかしながら、各行為者自身の状況には差異が存在するから、その行為の
結果に対する認識及び予見能力も異なり、したがって主観的過失基準を採用する
と、必ずや民事帰責に困難をもたらすことになる。しかも、主観的基準は人々の
行為準則の問題を解決できず、行為者がどのように行為すべきか、また行為すべ
きでないかを導くことができず、行為者に対する教育的作用を果たすこともでき
(57)
ない。したがって、多くの国では客観化の基準、すなわち客観的過失基準を採用
し、ドイツの学者は類型化された過失基準として強調
(58)
する。客観的基準を運用す
る場合は、通常人（行為者ではない）の立場から、具体的な事件においてもし必
要な注意義務を払った場合は、予見できたか否か、回避できたか否か、を判断基
準とする必要が
(59)
ある。勿論、客観的基準を運用するとき、行為者自身の特徴、た
とえば知能水準、受けた教育の程度、及びその行為をなす職業の特殊性をも充分
に考慮しなければなら
(60)
ない。もし行為者が従事する活動が、特別な技能・教育・
訓練又は経験を要求するならば、当該職業に従事する資格者が持つべき技能・能
力及び経験を判断基準としなければなら
(61)
ない。客観的過失基準を帰責基準とする
場合、ある学者は、これを「過失責任の客観化」と称する。この種の帰責方法は
伝統的な個人主義の過失責任を純化し、社会活動において有すべき規範準則を重
点に置くことにな
(62)
った。
(三）知的財産権侵害の故意・過失［過錯］の認定
知的財産権侵害は主に一般的不法行為［一般侵権行為］であるが
(63)
故に、原則的
に知的財産権侵害の故意・過失に対する認定は、一般的不法行為の故意・過失に
対する認定と同様に、客観的過失基準に基づき判断しなければならない。知的財
産権侵害において、特に知的財産権侵害行為の中の主要な権利侵害者（Primary
 
Infringer）の「過錯」形式は主に故意である。たとえば、不法に他人の作品を複
製し、他人の商標を模倣し、特許を騙り、他人の商業秘密を窃取し、競争相手に
対して不正競争を行なうといったこれらの行為自体は、行為者が故意に権利侵害
を行なった明白な証拠をなす。知的財産権侵害行為の中の二次的権利侵害者［第
二侵権人］（Secondary Infringer）については、たとえば、権利侵害作品の出版
社・印刷者・権利侵害広告の発布者・権利侵害製品の販売者等の犯した「過錯」
の主な形式は過失である。過失とは注意義務の違反であると説くのが通説であ
る。注意義務は、２種類に分けることができる。その１つは、一般的注意義務、
すなわち法律に規定する他人の財産及び人身を侵害してはならない注意義務であ
る。２つ目は、特別な注意義務、すなわち約定により、一方当事者が他方当事者
に対して負う義務である。人が他人の著作権・商標権及び特許権等の知的財産権
に対して負う義務は一般注意義務であり、この種の注意義務は主に知的財産権部
門法によって規定されている。中国では、商業秘密は知的財産権の一種であり、
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他人がこれに対して負っている注意義務から言えば、一定の特殊性を有する。行
為者が他人の商業秘密に対して負っているのは主に一般注意義務であり、この種
の義務は、中国不正競争防止法第10条第１項第１、２号及び中国統一契
(64)
約法に規
定されている。商業秘密権者が濫りに商業秘密を行為者に開示した場合は、その
商業秘密権を失うことになり、行為者がこの商業秘密に対して注意義務を負う必
要はなくなる。ただし、商業秘密権者は行為者と秘密保持協議を結んだ後に、当
該商業秘密を行為者に開示した場合は、行為者が当該秘密に対して特別注意義務
を負うことになる。もし行為者が約定に反した場合は、中国不正競争防止法第10
条第１項第３号により責任を負うことになる。
知的財産権侵害領域において、行為者は他人の知的財産権に対して注意すべき
義務を負うだけではなく、多くの場合は注意することが可能なのである。知的財
産権の中の特許権及び商標権は、一定の行政手続を経なければ発生しない。特許
権の授権公告・権利要求書及び説明書、及び商標公告は、すべて公示力を有す
る。すなわち公衆に当該発明創造・当該商標は特定の商品又はサービス類別にお
いて既に独占権を獲得し、所有者が侵害しない義務を負うことを告知する。同様
に、経営者が特許検索・商標検索を通じて、他人の特許権及び商標権に損害をも
たらすことを避けることが可能となる。知的財産権の中の著作権及び商業秘密権
は、一定の行政手続を経て生ずるが、行為者がもし通常人の謹慎さを有していれ
ば、他人が享有するこの２つの権利を注意し尊重することができる。著作権及び
商業秘密領域において、法律は独自の創作又は開発を禁止していない。著作権法
が禁止しているのは、既に他人の作品に接した状況の下で、当該作品の表現方式
を窃取することである。したがって、この２つの領域において、もし行為者（主
に訴えられている主要権利侵害者）が権利者の作品及び商業秘密に触れたことがな
ければ、その行為は権利侵害を構成しない。逆に、若し行為者が既に他人の作品
又は商業秘密に接したのであれば、他人の権利に対する注意義務を負わなければ
ならず、且つそれを負うことが可能となる。
(四）中国における知的財産権侵害は何故過失責任原則［過錯責任原則］を堅
持しなければならないのか
中国の知的財産権は、過失責任を堅持しなければならない。その理由は、以下
のとおりである。
１、中国法は三種類の帰責原則、すなわち過失責任原則、無過失責任原則及び
公平責任原則を有するが、過失責任原則は一般的不法行為に適用される基本的な
帰責方法である。
知的財産権侵害（代位侵害を除く）は一般的不法行為である。民法通則第106条
第３項の規定により、無過失責任は、法律に特別な規定がある場合にしか適用さ
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れないが、中国の民事基本法及び各知的財産権部門法には、知的財産権侵害に無
過失責任を適用しなければならないという規定がまだない。しかも、筆者は、知
的財産権侵害についても無過失責任を適用すべきではないと考える。無過失責任
は、被害者の利益をより良く守るとはいえ、この種の責任を不当に拡大してしま
うと、加害者及び社会公衆にある種の不利益を強めてし
(65)
まう。
２、知的財産権侵害に過失責任原則を適用することは、被害者の利益を比較的
よく守ることができ、被害者・加害者及び社会公衆の利益をも比較的よく調整す
ることができる。
中国における知的財産権侵害の司法実践においては、客観的故意・過失［過
錯］基準に基づいており、権利侵害の故意はきわめて容易に認定できる。たとえ
ば営利目的による場合、不法に他人の作品を複製する者、たとえばコンピュータ
ーソフトや映画の権利侵害者らは、自己に権利侵害の故意がなかったと主張する
ことはあり得ない。司法実践において難しい問題は権利侵害の過失に対する認定
である。長年にわたって、中国の裁判所は客観過失基準を適用し、注意義務の違
反の角度から権利侵害者の過失を認定してきた。著作権侵害の紛争解決に限って
言えば、たとえば米国のウォルト・ディズニー・カンパニーが北京出版社・新華
書店本店北京発行所を訴えた事件にお
(66)
いて、裁判所は以下のように認定した。北
京出版社が訴外マクスウェルとの間に締結した「ディズニー児童の読み物の中国
語簡体字版の出版契約について」は、国家の関連
(67)
法規により北京市版権局に送ら
れ審査された。しかし、ディズニーカンパニーの授権書がなく、しかも未登記の
状況下で、当社は作品の著作権問題についての審査をも経ず、ディズニーカンパ
ニーのアニメキャラクタを含む画集の出版を行なったもので、その過失は明らか
である。さらに、権利侵害作品の印刷を委託された会社及び実際に印刷を行なっ
ている会社に対していえば、もしその印刷の委託又は権利侵害作品を印刷すると
き、必要な審査を行わずに印刷・製本の契約を結んだ場合は、著作権法に規定す
る、他人の著作権を侵害しないという注意義務に対する違反であり、過失を有
し、権利侵害に対して損害賠償責任を負わなければなら
(68)
ない。加害者は他人の知
的財産権を侵害しない一般的注意義務を負うので、その具体的な行為を通じて過
失があったか否か、損害賠償責任を負うか否かを判定し、加害者が容易に法律の
制裁から逃れることができないようにすることができ、被害者の利益及び社会公
共の利益の保護も充分可能となる。
ある学者が心配しているのは、もし加害者の間で「権利不侵害担保」協議を結
び、権利侵害作品の提供者と権利侵害作品の複製者が「作品の提供者が当該作品
は他人の著作権を侵害しないことを保証する義務を負い、でなければ権利侵害責
任は提供者が負担する」という合意に達し、これをもって権利侵害作品の複製者
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に過失がなく、権利侵害責任を負わないと認定したら、権利者の保護にとって極
めて不利となるということで
(69)
ある。多くの事件において、加害者間において「権
利不侵害担保」又は免責条項が存在するが、裁判所は、かかる一枚の協議書によ
り「被担保者」に過失がないと認定することはない。裁判所のこの問題に対する
一般的見解は、協議は契約双方にとっては有効であっても、協議外の第３者には
何らの拘束力もなく、且つ双方は契約によって法律の強行法規を排除することは
許されないから、「権利不侵害担保」協議又は免責条項は権利者にとっていかな
る意味も
(70)
ない。つまり、「権利不侵害担保」協議は出版社のような作品の複製者
が他人の著作権に対して負う法定注意義務を免除することにはならない。この点
において、中国の裁判所の考え方はドイツの裁判所と同じで
(71)
ある。
３、知的財産権侵害の過失責任原則を堅持することは、何ら Trips協定第45
条第２項の規定に違反することにはなら
(72)
ない
Trips協定第45条第２項は、権利侵害者が自らの行為が権利侵害を構成するこ
とを知らなかったか又は知ることができる合理的な理由を有していなかった
（did not knowingly,or with reasonable grounds to know）と規定している。米国法
では「善意の権利侵害」（Innocent Infringement）と称
(73)
する。しかし、この規定を
もって、各加盟国に対して無過失責任を採用すべき根拠とすることはできない。
まず、文言から言えば、この規定は「加盟国は、…損害賠償の支払を命ずる権限
を司法当局に与えることができる」としているが、「加盟国は…損害賠償を命ず
る権限を司法当局に与えなければならない」としているのではないから、単なる
任意規定に過ぎず強行規定ではない。また、理論上からいえば、権利侵害者が
「知らなかったか又は知ることができる合理的な理由を有していなかった」こと
は、単なる主観上の一状態である。もし過失すなわち注意義務違反及び過失認定
の客観基準から考えれば、権利侵害者が「知らなかったか又は知ることができる
合理的な理由を有していなかった」場合であっても、依然として過失を認定する
ことが可能である。まさに米国の不法行為法の専門家である Edward.J.Kionka
教授が述べているように、加害者が社会行為規範から逸脱することは、善意
（Innocent）で、「道義上は非難されないかもしれないが、依然として法律上の過
失を構成することはあり
(74)
得る」。総じて、Trips協定のこの条文の内容をもって、
知的財産権侵害の無過失責任原則についての規定と見なしてはならず、まして世
界貿易機関が各加盟国に対して知的財産権保護において無過失責任原則を採用す
るよう要求する根拠としてはならない。前述した知的財産権侵害における帰責の
「無過失責任」説の主張者が、この条文を論拠にすることは適切ではないと考え
る。
４、その他の国の知的財産権侵害の帰責原則
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1996年半ばから1997年初頭までの間に、国際知的財産保護協会（AIPPI）が招
集した知的財産権侵害の無過失責任問題に関する専門家会議において、ごく少数
の専門家を除き、会議に参加している60カ国以上の国の専門家は、知的財産権侵
害の損害賠償に適用される過失責任原則について言及し、殆ど異論が出なか
(75)
った。これは権利侵害の帰責原則の発展の趨勢と一致している。19世紀以来、過
失責任は既に各国の不法行為法の普遍的な帰責原則と
(76)
なり、無過失責任は単なる
特別原則にすぎず、適用範囲は法律により特別に限定されているので
(77)
ある。
確かに、一部の国は知的財産権侵害の帰責原則において厳格責任を採ってい
る。たとえば、米国では版権侵害事件において、直接侵害行為については厳格責
任を適用しているから、直接権利侵害者の賠償責任を確定するとき、通常権利侵
害者の意図を考慮し
(78)
ない。米国不法行為法の専門家である Edward. J. Kionka
教授は、米国法上のいわゆる厳格責任は、無過失責任（Liability without Fault）
又は絶対責任（Absolute Liability）を指すのであると指摘して
(79)
いる。他方、中国
のある学者は、米国法上の厳格責任は絶対責任と区別され、無過失責任とも異な
り、過失推定責任原則に近いと指摘して
(80)
いる。しかし、米国法上の問題について
は、やはり米国の学者である Edward. J. Kionka教授の考え方は説得力がある
と筆者は考える。仮に米国法上の版権侵害者は無過失責任を負わなければならな
いとしても、これは単なる米国法上のやり方であるに過ぎない。中国法では既に
知的財産権侵害の帰責問題を適切に解決しており、米国法のモデルを踏襲する必
要はない。
(五）中国における知的財産権侵害の過失責任原則の適用及び例外
過失推定は過失責任原則を適用する一方式であり、独立した原則ではない。権
利侵害者の過失に対して、まず権利者が挙証しなければならない。勿論、知的財
産権侵害は一定の特殊性があることを考えると、裁判所は被告の行為が法律の規
定に違反し、原告の権利に損害をもたらしたと認定したが、原告が被告の過失を
証明することが困難な場合は、公平原則の立場から、裁判所は過失推定の方法を
採用し、加害者に過失のないことを証明させることができる。しかし、過失推定
の方法は濫用してはならない。ある学者は、知的財産権侵害訴訟において、原告
は過失責任原則又は過失推定原則の適用を選択することができる、と主張してい
る。そのような見解は比較的新しいが、しかし実践に適用されるとなると障害が
生ずる。何故かというと、原告は自らにとって有利な過失推定原則を選択し、被
告の過失について挙証責任を負わなければならない過失責任原則を選択するわけ
がない。その結果、過失推定原則が知的財産権侵害の帰責原則となってしまうだ
けであって、明らかに原告に対して「寛容」過ぎ、被告に対して「厳し」過ぎと
なる。
翻 訳（小口・胡) 287
現在問題となっているのは、中国法において知的財産権侵害の過失責任原則の
適用に例外を設ける必要があるかどうかということである。これは主に代位侵害
責任に係わる問題である。本書第一章で述べたように、代位侵害の概念を導入す
ることは、知的財産権侵害行為の蔓延及び発生の拡大を制止するため、極めて必
要である。しかし、代位侵害者が負っているのは厳格責任であり、中国法上は明
らかに根拠規定がない。もしこの代位行為に対して過失推定の方式を採用する、
すなわち代位侵害者に過失があると推定し、代位行為者に過失がないことを証明
する責任を負わせるとするなら、代位侵害者が挙証できない場合には、その負担
する責任は実質的には寄与侵害責任であり、代位侵害責任ではなくなるのであ
る。同様に、過失推定方法により、もし代位侵害者が無過失であることを証明で
きれば、権利侵害責任を負わなくなる。知的財産権の保護の必要性を考えると、
中国法において、代位侵害者が厳格責任を負う規定を設けることが極めて必要で
ある。したがって、中国知的財産権侵害の過失責任原則に一つの例外的規定、す
なわち代位侵害者に対して厳格責任を負わせるように規定すべきである。
第三節 知的財産権侵害の民事責任の構成要件
一 概念
権利侵害責任の構成要件とは、加害者が負う権利侵害責任の要件である。権利
侵害責任の構成要件は、権利侵害の帰責原則により決められる。権利侵害責任の
構成要件に関する各国の法律規定は、それぞれ異なっている。中国の立法及び司
法実践からみれば、過失責任においては、損害事実・因果関係及び過失を構成要
件としなければならない。公平責任及び無過失責任においては、損害事実及び因
果関係を構成要件と
(81)
する。
知的財産権侵害の民事責任の構成要件は、権利侵害者が負う権利侵害民事責任
の要件である。しかし、前述したように、知的財産権侵害の民事責任は侵害の停
止及び損害賠償の民事責任を含む。ところで、侵害の停止の民事責任と損害賠償
の民事責任とは構成要件が異なっている。前者は権利侵害がすでに成立するか、
あるいは権利侵害がなお引き続き行われているか、または再発・重複発生するお
それがあることを構成要件とし、後者は損害事実・因果関係及び過失責任におい
ては過失を構成要件とする。
侵害停止の民事構成要件は比較的簡単であるので、本節では、知的財産権侵害
の損害賠償責任の構成要件のみを検討の対象とする。知的財産権の代位侵害行為
を除き、その他の類型の知的財産権侵害行為の帰責は過失責任を採用しており、
したがって、知的財産権侵害の損害賠償の主な構成要件は、損害事実・因果関係
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及び過失で
(82)
ある。過失の概念及び認定基準は、本章第二節において既に述べたの
で、本節では損害事実及び因果関係の２つ問題のみを検討の対象とする。
二 損害事実
(一）損害の概念及び構成要件
「損害なければ賠償なし」は、民事損害賠償の１つの準則である。損害とは、
一種の事実状態として、一定の行為又は事件により、ある人の法律によって保護
されている権利と利益が不利益の影響を受けることで
(83)
ある。
損害の構成要件は、以下の通りで
(84)
ある。
１、損害の救済可能性
損害の救済可能性とは、損害が一定の程度に達してはじめて法律の救済を得る
ことができることを指す。人々は同じ社会の中で生活し、各種の紛争・摩擦及び
損害の発生を避けることができない。したがって、法律は常に人々によってもた
らされる軽微な損害については忍容することが求められ、又は行為者に当該の軽
微な損害に対して責任を負わせないようにすることが求められる。損害の救済可
能性は、著作権侵害訴訟において重要な意義を有する。もし訴えられている権利
侵害作品が、長編小説とかテレビドラマのように長いもので、その中で原告の作
品中の一部の内容、たとえば一段落の話（幾つかの文章のみ）又は１つのシーン
が剽窃されたとする。この場合は、被告は確かに原告に損害をもたらしたが、し
かし、この種の損害は極めて軽微であるから、裁判所は被告の法律責任を免責す
ることができる。中国は、この点について明確な法律根拠を欠き案例もない。し
かし、外国法においては状況が異なってくる。たとえば米国版権法において、
「軽微な情状」原則（De Minis Doctrine）は１つ重要な抗弁理由である。当該原
則は、「法は些事に関せず」（de minimis non cural lex）との諺に由来するもので
ある。版権訴訟において「軽微な情状」原則は以下の三つの面において重要な意
義を有する。①権利が受けた侵害が極めて軽微であるときは、法律は行為者の責
任を追及しない。②複製又は剽窃の数量が少ないときは、実質的相似を認定する
最低数量より低い要求として見なされる。③「軽微な情状」は、また、被告の合
理的使用の抗弁理由が成立するか否かを判定する際の考慮すべき要素でもある。
何故かというと、合理的使用判定の１つの法定要素は、被告が権利者の作品を使
用した量の多少によるからで
(85)
ある。
損害の救済可能性問題は、Trips協定においてもみることができる。当該協定
の第60条は「少量の輸入」（De Minimis Imports）について規定を設けている。つ
まり、加盟国は、旅行者の手荷物に含まれ又は小型貨物で送られる少量の非商業
的な性質の物品については、当該協定の第四節の規定の国境措置の適用範囲から
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除外することを明らかにした。この規定の理論根拠は、前述の商品輸入の数量が
非常に少ないため、権利者に与える損害は極めて小さいということである。
２、損害の確定性
損害の確定性とは、損害が既に発生し、存在する事実であり、当事者の主観的
な感覚又は憶測による損害ではなく、且つこの種の損害は社会の一般的観念及び
公平意識に基づき認定できることを
(86)
指す。
３、損害は合法的な利益を侵害した結果であること
非合法的利益は法律の保護を受けないため、非合法な利益が侵害を受けても、
当事者は損害賠償を請求できない。この点は、知的財産権侵害訴訟においても重
要な意義を有する。たとえば保護を主張する作品が原著作権者の許可を経ずに翻
訳した作品である場合のように、もし訴訟において、原告が保護を主張する作
品・商業秘密特許そのものに瑕疵があることを被告が証明できれば、当該作品自
体が権利侵害作品となり、原告が当該作品に対して有する利益は非合法的な利益
となるから、被告は単にその行為の停止義務は負うものの、原告に対して賠償責
任を有しない。
(二）損害の分類
損害は理論上いろいろな分類方法があ
(87)
るが、最も重要な分類方法は、損害を財
産上の損害と非財産上の損害に分けることである。財産上の損害とは、金銭で計
算できる損害であり、非財産上の損害とは金銭で量ることのできない損害のこと
である。非財産権の損害は、さらに人身の死傷・公民の生命健康権以外の人格権
が受けた損害及び精神損害に細分化することがで
(88)
きる。
通説によると、知的財産権の中の特許権・商標権及び不正競争防止権は、一種
の財産権であり、したがって、これらの権利に対する侵害の結果は主に財産上の
損害をもたらすことになる。知的財産権の中の著作権は、人身権及び財産権を
(89)
含み、著作権に対する侵害は人身権への侵害にもなれば、財産権に対する侵害に
もなる可能性がある。著作権への侵害は、財産損害の外、作者の人身権に損害を
与えることにより精神損害をもたらすことになる可能性がある。精神損害とは、
行為者が公民の姓名権・肖像権・名誉権・栄誉権・プライバシー権等の人身権を
侵害し、公民に恐怖・怨恨・絶望・屈辱等の精神的な苦痛をもたらし、公民の神
経に損傷を与えてしまうことを
(90)
指す。自然人であるからこそ精神的な苦痛を生
じ、且つその人格権が侵害を受けたことにより生じた精神的苦痛だけが法律上の
救済を求めることができる。
知的財産権侵害行為は、権利者に右に述べた損害をもたらすだけではなく、
往々にして権利者にある種の悪い影響をもたらしてしまう。知的財産権領域にお
いて、権利者に悪影響を与えるという点では、単に人身権への侵害にとどまら
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ず、財産権への侵害も悪い影響をもたらしうる。たとえば、特許製品を騙り、他
人の登録商標を詐称し、又は他人の知名商品に特有の名称・包装・装飾を模倣す
ることは、すべて権利者の商業信用・名誉又は商品の名声・信用に悪い影響を与
えてしまう。この種の悪い影響の直接効果は権利者の財産の損失をもたらし、消
費者を誤った方向へ導いてしまうことになる。したがって、この種の悪い影響
は、財産上の損害にとどまらず、非財産上の損害にも及ぶ。
三 因果関係
不法行為法上の因果関係は、最も裁判所及び学者を悩ませる問題で
(91)
ある。各国
の不法行為法において、因果関係は人にある種の損害結果又は不法事態に対して
民事責任を負わせるための必要不可欠な条件であると認めて
(92)
いる。因果関係につ
いて、学説上は主に２つの分類方法がある。１つは、因果関係を責任成立の因果
関係と責任範囲の因果関係に分ける方法で
(93)
ある。いわゆる責任成立の因果関係と
は、帰責の行為と権利侵害との間の因果関係を指し、たとえば乙の死亡は甲が毒
を盛ったことによるものかどうかというとらえ方である。いわゆる責任範囲の因
果関係とは、権利の侵害と損害との間の因果関係を指し、たとえば、甲の運転す
る車が乙に当ってしまい、乙が医療費を支払い、また、入院中に伝染病に感染
し、家も強盗にあった場合は、乙が支払った医療費、入院中に感染した伝染病及
び強盗に入られたことにより生じた損害とその身体の健康が侵害されたこととの
間に因果関係があるかどうかというとらえ方で
(94)
ある。二つ目の方法は、因果関係
を事実的因果関係と法律上の因果関係に分ける方法である。いわゆる事実的因果
関係とは、帰責可能な行為は事実上損害をもたらした原因に属するか否かを確定
することを指す。法律上の因果関係とは、既に事実上の原因を構成する帰責可能
な行為が、法律上の当該損害に対し責任を負う原因となるか否かを
(95)
指す。この２
種類の分類方法は、分類の名称は異なるが、実質的に大同小異である。定義から
みてもわかるように、責任成立の因果関係は、事実的因果関係に相当し、責任範
囲の因果関係は法律上の因果関係に相当する。
事実的因果関係の検証方法は２つある。１つは、必要条件規則、すなわち「あ
れなければ、これなし」の検証方法（“But for”Test,）であり、つまり被告の行
為がなければ、原告の損害は発生しなかったかどうかを検証することである。２
つは、実質要素（Substantial Factor,Material Element）規則である。被告の行為
が存在し、損害結果の発生をもたらすに足りる場合は、事実的原因を構成するこ
とになる。実質要素規則は単に必要条件規則に対する補充にすぎ
(96)
ない。
事実的因果関係は、「主張する者が証明する」の原則により、原告又は被害者
が挙証責任を負う。しかし、時には被害者が損害と被告の行為との間に関係があ
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ることしか証明できず、被告の行為と損害結果との間の因果関係を確定できない
場合がある。こうした場合、外国の立法及び判例は、往々にして、被害者の利益
を保護するため、因果関係の推定の方法を採用
(97)
する。因果関係推定方法は常に共
同危険行為に用いら
(98)
れる。もし被告が被害者の被った損害は他人の行為によるも
のであって、被告の行為とは関係のないことを証明できれば、責任を免れること
ができる。
因果関係は、不法行為および損害賠償法の核心的問題であり、きわめて複雑且
つ議論のある問題で
(99)
ある。特に法律上の因果関係は、外国では多くの学説が存在
する。たとえば、相当説（The Equivalent  Theory）、直接結果説（The Direct
 
Consequence Theory）、予見可能性説（The Foreseeability Theory）、充分原因説
（The Adequate Cause Theory）、必然因果関係説（Necessary Causal Connection
 
Theory）、危険説（The Risk Theory）及び規則範囲説（The“Scope of the Rule”
Theory）があ
(10)
るが、ここでは検討しないことにする。
中国における因果関係の主要な学説は、必然因果関係説と相当因果関係説であ
る。必然因果関係説は、当該行為と損害結果の間に客観的必然的な関係を有する
とき、はじめて法律上の因果関係を
(101)
有し、もし行為と損害結果との間に偶然な関
係しかない場合は、行為者が当該損害に対して民事責任を負わない、と
(102)
説く。必
然因果関係説は、中国の裁判所が不法行為損害賠償に関する事件を処理する際に
採用する説である。相当因果関係説は、行為と損害結果との間に直接因果関係が
あることを要求せず、行為者の行為が損害結果に対して妥当な条件を構成する場
合に、行為者が責任を負わなければならないと考
(103)
える。梁慧星教授はかつてこの
説を提唱し、且つ最高人民法院もその公布したある裁判例に基づき、中国の裁判
所は必然因果関係説から相当因果関係説に転換した、と述べて
(104)
いる。右の両説
は、いずれも一定の欠陥がある。必然因果関係説は、条件は原因ではないと説
き、たとえば乙が甲の辱罵により、突発心臓病で死亡した場合は、必然因果関係
説によると、「辱罵」（条件）は死亡の原因ではないから、行為者が責任を負う必
要がなくなってしまう。結果的に往々にして主観的に責任の客観的基礎を縮小さ
せ、責任を負わなければならない者を見逃してしまうことに
(105)
なる。相当因果関係
説は、損害結果を惹起する要素を均等に原因として扱い、結果的に因果関係の範
囲を大きく広げてしまい、複数の原因が並存している状況下で、複数の行為者の
責任の大小を区別する際に不利となる。しかしながら、相当因果関係説は、客観
性及び簡易性を有し、この説が生まれてから長い歴史を
(106)
有し、最近も学者達はこ
の説の適用可能性の問題について新たな検討を開始
(107)
した。中国では、ある学者
は、帰責を正確にし、責任の範囲を確定するため、過失帰責の要求に基づき、条
件付きで相当因果関係説を適用しなければならない、と主張している。すなわ
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ち、まず、損害事実と行為の因果関係を判断する際に、損害発生を惹起した全部
の条件を調査し明らかにし、且つその全部を原因として扱わなければならない。
次に、過失の要素を借りて、多くの原因関係の中から一個又は数個のつながりを
孤立的に抽出し、因果関係を確定する。最後に、もしある損害結果が複数の原因
によりもたらされた場合は、各原因が結果の発生に与えた作用の違いを区別し、
正確に責任の範囲を確定しなければなら
(108)
ない。この見解は、相当因果関係説が有
する客観性及び簡易性の利点を充分に考慮しているだけではなく、その問題点を
も克服しており、科学性を有し、中国の司法実践に採用されるべきである。
確かに、因果関係は知的財産権侵害賠償においても１つ極めて重要な問題であ
る。しかし、知的財産権の司法実践においては、当事者はこの問題について、特
に責任成立の因果関係について、余り争いがない。その原因は、主に損害事実を
惹起した行為は比較的単純であって、たとえば権利侵害作品の「創作者」・出版
者・印刷者・発行者のように複数の行為者が存在する場合は、行為者の行為がそ
れぞれ異なったとしても、それぞれの行為と損害事実との因果関係が明確である
ことによる。責任成立の因果関係においては、その他の民事紛争とは異なり、
「被害者が他人の運転する車に当てられて負傷し、入院中に感染症に感染して死
亡し・家が強盗に入られ・蘭が枯死・幼児を扶養する者がいない」等のような複
合的な原因及び複数の損害は存在しない。責任範囲の因果関係については、各知
的財産権部門法において損害賠償の範囲及び計算方法を明確に規定しており、賠
償範囲について時に争いがあるとしても、その他の民事紛争ほど大きくない。
（１) 柔主編『中国民法』法律出版社、1990年、48頁。
（２) 中華人民共和国民法通則第134条３項は「人民法院は、民事事件の審理において、前２項
の規定を適用するほか、訓戒を与え、始末書の提出を命じ、又は不法活動の財物及び不法所得
を没収することができ、かつ、法律の規定により、罰金又は拘留に処することができる」と規
定する。
（３) 王利明＝楊立新『侵権行為法』法律出版社、1996年、108頁参照。
（４) 筆者は、民事制裁は広義的に言えば民事責任の負担方式でもあり、中国民法通則第６章第
４節「民事責任の負う方式」の中でこの点について規定していることは有力な根拠である、と
考える。ある学者は、それは民事責任であると主張する（顧昻然＝王家福等『中華人民共和国
民法通則講座』中国法制出版社、2000年、216頁参照）。
（５) 法律責任は、民事責任、刑事責任及び行政責任を含む。知的財産権侵害の刑事責任及び行
政責任については、後に検討する。
（６) 前掲注１、第43頁。
（７) 梁慧星『民法総論』法律出版社、1996年、75頁。
（８) 前掲注１、44頁。
（９) 前掲注３、8頁。
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（10) 違約責任、契約責任とも称され、民事主体が契約に違反し法により負担する法律効果のこ
とである（ 柔主編『中国民法』法律出版社、1990年、45頁参照）。
（11) 前掲注３、97～98頁。
（12) 中華人民共和国民法通則第134条第１項は、「民事責任の負う方式には、主として、次のも
のがある。（１）侵害の停止、（２）妨害の排除、（３）危険の除去、（４）財産の返還、（５）
現状回復、（６）修理、再製作及び交換、（７）損害賠償、（８）違約金の支払、（９）影響の除
去及び名誉の回復、（10）謝罪」と規定する。
（13) 前掲注３、97頁。
（14) 中華人民共和国著作権法（2001）。
（15) コンピューターソフトウェアー〔計算機軟件〕保護条例（2001）。
（16) 集積回路〔集成電路〕布図設計保護条例（中華人民共和国国務院2001年４月2日発布、
2001年10月１日施行）。
（17) 曾世雄『損害賠償法原理』三民書局、1996年、５～６頁。
（18) 同上、６頁。
（19) 顧昻然＝王家福等『中華人民共和国民法通則講座』中国法制出版社、2000年、216頁。
（20) 王澤鑑『侵権行為法』（一）三民書局、1999年、12頁。
（21) 同上。
（22) 張新宝『中国侵権行為法』中国社会科学出版社、1995年、44頁。
（23) 楊立新『民法判例研究与適用』人民法院出版社、1999年、214頁。
（24) 前 注21、12～13頁。
（25) 当該条文の第２,３項の内容は、「公民、法人は、故意・過失により国家・集団の財産、他
人の財産・人身を侵害した場合は、民事責任を負わなければならない。故意・過失がなくて
も、法律で民事責任を負わなければならないと規定している場合は、民事責任を負わなければ
ならない」。
（26) 陳慶柏＝王景仙訳『法律辞典』（Dictionary of Law, Peter Collin Publishing Ltd.２??
ed. 1992）（世界図書出版公司、1998年１月第１版）319頁。Liability, (a), being legally
 
responsible for paying for damage or loss,etc.
（27) 中国における不法行為法の帰責体系について、法学界では大きな論争が存在する。主な見
解は以下のとおりである。１、一元論は、不法行為法は１つの帰責原則すなわち過失責任原則
しか有しないと主張する。２、二元論の考えでは、不法行為法の帰責原則は２つある。つまり
過失責任原則と無過失責任原則が並存し、公平原則の大半は賠償基準の問題であり、責任の根
拠問題ではない。３、無過失責任原則が帰責原則であると主張する三元論は、中国の不法行為
法の帰責原則は３つあるという。つまり、一般不法行為は過失責任を適用し、特別不法行為は
無過失責任原則を適用し、行為無能力者が他人に損害を与え監護人が賠償できない事件は公平
責任原則を適用する。４、無過失責任は帰責原則ではないと主張する三元論は、不法行為法の
帰責原則は過失責任原則、過失推定原則及び公平責任原則であり、無過失責任は一種独立した
帰責原則ではないという。以上の内容は、楊立新『民法判解研究与適用』（第四輯）人民法院
出版社、1999年、219～220頁。筆者は、第３の見解に賛同する。
（28) 王利明主編『民法・侵権行為法』中国人民大学出版社、1993年、90頁。
（29) 前 注３、32頁。
（30) 同。
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（31) Edward J.Kionka,Torts,法律出版社、West Group,at 31,（１?ed.1999).
（32) 同、32頁。
（33) 同、33頁。
（34) 前 注20、19頁。
（35) 前 注３、40頁。
（36) 前掲注28、105頁。
（37) 同、114頁。
（38) 前 注３、51～52頁。
（39) 蔣志培『TRIPS肯定的知識産権侵権賠償帰責原則和賠償方法』『法律適用』2000年第10
期。
（40) 羅東川＝馬来客主編『知識産権審判実務』法律出版社、2000年、100頁。
（41) 呉漢東『知識産権保護論』『法学研究』2000年第２期。
（42) 鄭成思『知識産権論』法律出版社、1998年、260頁。
（43) 同、255～274頁。
（44) 当該条項の内容は以下の通りである。「司法当局は、また、侵害者に対し、費用（適当な
弁護人の費用を含むことができる）を権利者に支払うよう命ずる権限を有する。適当な場合に
おいて、加盟国は、侵害者が侵害活動を行っていることを知らなかったか又は知ることができ
る合理的な理由を有していなかったときでも、利益の回復又は法定の損害賠償の支払を命ずる
権限を司法当局に与えることができる」。
（45) 詳細は、本稿第１章第２節参照されたい。
（46)「無過失責任」説及び「過失責任」説に対する評価理由は、後述する。
（47) 前 注19、218頁。
（48) 前 注31、129頁。
（49) 楊立新『侵権損害賠償』81頁（前 注３、71頁より転引）。
（50) 前 注３、73頁。
（51) 前 注17、85頁参照。
（52) ドイツ民法278条第１項の解釈によると、過失とは事件に対して必要とする注意義務を怠
ったことを指し、イギリス法上の過失についての解釈の通説は、注意義務への違反（Breach
 
of Duty to Take Care）である（前 注17、86～89頁）。
（53) 前 注17、91～94頁。
（54) 前 注31、31頁。
（55) 前 注３、73頁。
（56) 前 注17、84頁。
（57) 前 注55。
（58) 前 注20、15頁。
（59) 前 注17、88頁。
（60) 前 注３、74頁。
（61) 前 注31、52頁。
（62) 前 注20、16頁。
（63) 本書第１章第３節第２部分参照されたい。
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